
④作業工数と単価（人作業工程）

【人作業時間の構成】

（１）一人当たり時間構成

勤務時間

就業時間
定時休憩

　・職場離脱

実働時間 手待時間

直接作業時間

段取時間

切削 洗浄 研磨

間接作業時間

加工時間

工程割振り時間

余
裕
時
間

①必要な余裕時間
小休憩・余裕を持った作業・生理現象

②工程歩留率
（標準）不良品率・（標準）減損率

工程割振り時間
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（２）工程割り振り時間の定義と「製品」への割り当て

１）方法１：完全な手作業の方法

初めの作業はＡさんとＢさんで１ロットの半分ずつを加工作業

〃

次の作業はＣさんが１ロットを纏めて加工作業

最後の作業はＤさんとＥさんが１ロットを纏めて加工作業

〃

Ａさん

Ｂさん

次のロット

【製品への割り当て】

太枠の「直接作業時間」（１ロット）

合計を求めロット数で割る

Ｂさん

Ｄさん

Ｅさん
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２）方法２：一人で機械の複数台持ち

初めの自動機１－１、１－２の段取作業はＡさんがロットの半分ずつ

次の自動機２の段取作業はＡさんが１ロット

自動機械１－１

Ａさん

自動機械１－２

次のロット

Ａさん

自動機械２

Ａさん

【製品への割り当て】

太枠の「直接作業時間」（１ロット）

合計を求めロット数で割る
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３）方法３：複数人数で機械加工

初めの加工機械１の段取作業はＡさん、Ｂさんで行い、加工はＢさんが一人で１ロット

〃

次の加工機械２の段取作業はＡさん、Ｃさんで行い、加工はＣさんが一人で１ロット

次の手作業は段取作業・加工作業ともＤさん一人で１ロット

加工機械１

Ｂさん

加工機械２

次のロット

Ａさん

Ａさん

Ｃさん

Ｄさん

【製品への割り当て】

太枠の「直接作業時間」（１ロット）

合計を求めロット数で割る
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（３）直接作業時間（操業度）集計

１）工程割り振り時間の定義
　　前記の３つの種別ごとにより人作業工程の工程割り振り時間の定義を選定する
　　選定した定義は全ての同一の人作業工程で同じ方法を選択する必要がある

２）直接作業時間と基準操業度
　　上記により定めた直接作業時間を以下３つの基準操業度として用いる
　　「操業度（経数）」とは”工場の稼働率と比例する係数”と定義される
　　「操業度（計数）」には以下の３種類がある
　　　①基準操業度　： 上記で選定した範囲の直接作業員の直接作業時間について”製品の生産数”に依らない直接作業時間等の総合計時間
　　　②標準操業度　： 上記で求めた単位製品当たりの機械加工×生産数によって求めた標準直接作業時間の総合計時間
　　　③実際操業度　： 上記で選定した範囲の機械について実際に計測した直接作業時間等の総合計時間

　　※一般的に製造間接費配賦に用いられる操業度としては以下の数値がとられる
　　　物量基準　：　直接作業時間／機械加工時間／生産数／出荷数
　　　金額基準　：　売上高／材料仕入高／直接費

３）３つの基準操業度
　　①理想操業度　： 上記で選定した方法による「工程割り振り時間」の機械別「稼働可能時間」の全対象機械合計時間を求める

➡能力の限界を知る
　　②期待実際操業度　： 上記で選定した方法による「工程割り振り時間」の機械別「機械加工時間」の全対象機械合計時間を求める

➡目標値として最適
　　③平均操業度　： 上記で選定した方法による「工程割り振り時間」の機械別「機械加工時間」の全対象機械合計時間過去３年間程度の実績を平均化したもの

➡これまでの実績を知る
　　④予定操業度　： 上記で選定した方法による「工程割り振り時間」の機械別「機械加工時間」の政策的な対象機械合計時間を求める

➡予算の妥当性をみる

４）注意事項
　　これらすべての操業度計測に関しては同じ範囲の合計値となるように設定する必要がある
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（４）マシン・レートの求め方

（５）標準操業度と実際操業度および労務費の原価差異分析

①単価差異　： 実際直接作業時間（標準単価　－　実際単価）
②時間差異　： 標準レート（標準直接作業時間（操業度）　－　実際直接作業時間（操業度））

（標準）労務費マシンレート =
労務費年間予算

直接作業時間（基準操業度）

1,920

2,000

-4,794,000

0 19,825 22,222

1,777,760

マン・レート

マン・レート
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